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事
業
減
少
で
も

活
躍
の
領
域
拡
大

国
の
2
0
ュ
1
年
度
公
共
事
業

関
係
費
は
実
質
前
年
度
比
5
・
l

％
減
で
、
過
去
最
大
の
減
少
幅
と

な
っ
た
1
0
年
度
の
1
8
・
3
％
減
か

ら
さ
ら
に
削
減
さ
れ
る
。
公
共
事

業
へ
の
依
存
度
が
高
い
建
設
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
に
と
っ
て
は
、
経
営

環
境
が
一
段
と
厳
し
く
な
る
。

国
内
の
公
共
市
場
縮
小
を
補
う

た
め
に
、
各
社
と
も
民
間
や
海
外

の
減
少
ス
ピ
ー
ド
が
速
す
ぎ
る
こ

と
か
ら
、
．
対
応
が
追
い
つ
か
な
い

の
が
実
情
だ
。

パ
イ
の
減
少
に
加
え
、
受
注
競

争
の
激
化
に
輪
を
か
け
て
い
る
の

が
総
合
評
価
落
札
方
式
の
増
加
で

あ
る
。
国
土
交
通
省
が
0
9
年
度
に

実
施
し
た
同
方
式
の
件
数
は
、
0

8

年
度
の
約
9
倍
と
急
増
、
こ
れ
に

対
し
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
は
約
1

5
％
減

な
ど
で
受
注
増
を
目
指
し
、
新
里
少
し
た
。
「
総
合
評
価
方
式
で
受

な
事
業
展
開
を
急
い
で
い
る
。
し

か
し
、
屋
台
骨
と
な
る
公
共
事
業

増
や
さ
な
い
と
売
上
高
は
減
っ
て

し
ま
う
」
。
売
上
高
だ
け
で
な
く
利

益
も
圧
迫
要
因
と
な
っ
て
い
る
。

ま
さ
に
四
面
楚
歌
と
も
い
え
る

状
況
だ
が
、
変
化
が
激
し
い
時
代

で
あ
る
か
ら
こ
そ
、
新
た
な
動
き

も
出
て
い
る
。
海
外
進
出
の
旗
を

振
る
国
土
交
通
省
は
、
国
内
市
場

の
国
際
化
の
二
環
と
し
て
、
発
注

者
の
代
理
人
と
な
る
第
三
者
技
術

者
の
活
用
を
、
1
1
年
度
か
ら
実
施

す
る
。
W
T
O
（
世
界
貿
易
機
関
）

案
件
で
の
試
行
の
た
め
件
数
は
限
㌦

ら
れ
る
が
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の

役
割
拡
大
に
つ
な
が
る
。

事
業
量
は
減
っ
て
も
、
活
躍
す

る
領
域
は
広
が
る
可
能
性
が
あ

注
で
き
て
も
、
予
定
価
格
の
7
割
盲
。

生
き
残
り
の
か
ざ
は
技
術
力

程
度
の
金
額
な
の
で
受
注
件
数
を
一
に
あ
る
。


